
小樽市離職者支援給付金支給事業実施要綱 

 

制 定 令和２年 ８月 ４日 

改 正 令和２年１１月３０日 

令和３年 ２月 ２日 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、新型コロナウイルス感染症（新型インフルエンザ等対策特別措置法

（平成２４年法律第３１号）附則第１条の２第１項に規定する新型コロナウイルス感染

症をいう。以下同じ。）の感染拡大の影響による経済活動の収縮に伴い、市内の被雇用者

が離職又は解雇を余儀なくされている状況に鑑み、その者の生活費の一部を支援するた

めに実施する小樽市離職者支援給付金支給事業に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （給付金の支給対象者） 

第２条 小樽市離職者支援給付金支給事業に係る給付金（以下「給付金」という。）の支給

の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれにも該当するものとす

る。ただし、個人事業主及び法人の代表者である者を除く。 

 ⑴ 新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年３月１日から令和３年３月３１

日までの間に勤務先を離職し、第４条第１項の規定により給付金の申請をする日（以下

「申請日」という。）において再就職に至っておらず、無職であること。 

 ⑵ 令和２年３月１日から申請日までの間、引き続き本市に住所を有していること。 

 ⑶ 離職の日以前３か月以上引き続いて、同一の使用者に雇用されていた者であること。 

 ⑷ 申請日時点で生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）による保護を受けていないこ

と。 

 （給付金額） 

第３条 給付金の金額は、５万円とし、第４条第２項に定める申請期間中１回のみ申請でき

るものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、対象者と住民票上同一の世帯に属する者のうち、令和２年４

月２８日から申請日までの間に出生した子がいる場合、支給する給付金に対象となる子

一人につき５万円を加算する。ただし、当該世帯に給付金の支給を受けようとする者（以

下「申請者」という。）が複数いる場合は、いずれか一人に加算するものとする。 

 （給付金の申請） 

第４条 申請者は、小樽市離職者支援給付金支給申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を

添付し、市長に申請するものとする。 

⑴   申請者本人であることを確認できる書類（運転免許証、健康保険証等）の写し 

⑵  勤務先等により発行された離職を確認できる書類（離職票、解雇通知等）の写し 

⑶  振込先を確認することができる申請者名義の預貯金口座番号等が分かるもの（通帳

等）の写し 

⑷  前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定による申請は、令和２年８月５日から同年１０月３１日まで及び同年１２

月１日から令和３年４月３０日までに行うものとする。ただし、市長がやむを得ない事情



があると認めるときは、この限りでない。 

（給付の決定及び給付金の支払） 

第５条 市長は、前条の規定による申請書を受理したときは、速やかにその内容の審査を行

い、給付金の支給の可否を決定する。 

２ 市長は、前項の規定により給付金を支給することを決定したときは、小樽市離職者支援

給付金支給決定通知書（様式第２号）により当該申請者に通知するとともに、速やかに当

該申請者に支払うものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により給付金を支給しないことを決定したときは、小樽市離職者

支援給付金支給不承認決定通知書（様式第３号）により、その旨及び理由を明示し、申請

者に通知する。 

 （暴力団等の排除） 

第６条 市長は、小樽市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２６年条例第１９号）

第３条第２項に規定する警察その他の関係機関に対し、申請者が、同条例第２条第２

号に規定する暴力団員に該当するか否かについて、必要に応じ照会を行うものとする。 

２ 市長は、申請者が暴力団員に該当することが判明したときは、当該申請者に給付金

を交付しない旨の決定をするものとする。 

３ 市長は、給付金の支給決定を受けた者が暴力団員に該当すると判明したときは、当

該暴力団員に係る給付金の支給の決定を取り消し、又は既に支給されている給付金の

返還を命ずるものとする。 

 （返還） 

第７条 市長は、虚偽その他の不正手段により給付金を受給した者に対して、給付金の全部

又は一部の返還を命ずることができる。 

 （補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、給付金の支給に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

   附 則  

 この要綱は、令和２年８月４日から施行する。 

 この要綱は、令和２年１１月３０日から施行する。 

 この要綱は、令和３年２月２日から施行する。 


